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「経済財政改革の基本方針2008」に対する談話
１．6月27日、経済財政諮問会議は、福田政権において初めての経済財政運営の基本方針となる「経済財政改革の基本方針2008」（以下、基本方針2008）を答申し、同日、閣議決定された。
これまでの基本方針は供給側の視点からの改革が中心であったが、基本方針2008では政策の受け手である労働者や消費者などにも配慮する旨の記載がなされている。
しかしながら、既存の内容から踏み込んだものは少なく、具体策についても今後の検討に委ねているものが多い。さらに、その財源については依然として、基本方針2006の考え方を堅持することとしており、生活者のための政策に方向転換していくのか疑わしい。これまでと変わらない過度な財政再建至上主義が、基本方針の底流にあることは極めて遺憾である。

２．基本方針2008では、政策の大きな柱の一つに「低炭素社会の構築」を据えたり、「道路特定財源の一般財源化」に触れるなど、一応は福田首相の独自色を打ち出す格好となっている。
　社会保障制度についても、十分に対処できなかった問題や新たに生じた問題に対して、制度の持続可能性と機能強化を掲げたことはこれまでとは異なっている。しかし、その財源についてはムダ・ゼロと政策の棚卸しによって財源を捻出するとある反面、基本方針2006に則り最大限の削減を行うとも記載されており、財源についての具体像は不明瞭である。
本来、基本方針は現在の諸課題にどのように対処するかを示すものである。それにも関わらず、根本的な対処策にまで踏み込んでいない点は、看過できない問題である。

３．格差の拡大が顕著になり、絶対的貧困層が増加する中、連合はSTOP！THE格差社会キャンペーンを始め、格差是正に向けた運動に取り組み、世論喚起を行ってきた。こうした民意を背景に、昨年の参議院選挙では与野党が逆転し、今年4月の衆議院山口2区の補欠選挙においても民主党候補が圧勝した。後期高齢者医療制度の問題や道路関係諸税の強行再議決に対する国民の怒りが高まるなど、民意と政策に隔たりがあることは明白であり、早急に民意を問うべきである。

４．連合は、「労働を中心とした福祉型社会の実現」を掲げ、格差社会を是正し、連帯や共感が重視される社会を実現することをめざしている。連合は政府・政党はもとより、組合員・勤労者・国民に広く訴えつつ、要求と提言および重点政策の着実な実現に取り組み、「安心・公正」な社会の実現に向け、格差是正に全力で取り組んでいく。
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